
資料１－３

独立行政法人 農業者年金基金の概要

１．設立目的

独立行政法人農業者年金基金法（平成１４年法律第１２７号）に基づき、農

業者の老齢について必要な年金等の給付の事業を行うことにより、国民年金の

給付と相まって農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、農

業者の確保に資することを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 （ ））役 員 ５名 理事長１名 理事２名 監事２名 うち非常勤１名

職 員 ７５名

４．業務概要

（１）新制度（平成１４年１月１日施行）

加入資格の審査・決定、被保険者の管理、保険料の徴収・運用、農業者

老齢年金、特例付加年金及び死亡一時金の受給要件の審査・決定・支給、

年金受給権者の管理等の業務

（２）旧制度（昭和４６年１月１日施行）

経営移譲年金、農業者老齢年金、脱退一時金及び死亡一時金の受給要
（※）

件の審査・決定・支給、旧制度の年金受給権者の管理等の業務

※経営移譲

農業経営に供している自分名義の農地等の権利を後継者か第三者に所

有権を移転するか、使用収益権を移転又は設定して、農業経営から引退

すること。

５．その他特記事項

独立行政法人農業者年金基金の業務に係る主務省は以下のとおり。

①役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務に関する事項については農

林水産省

②新制度に係る業務及び農地等の借受け及び貸付け等の業務に関する事項につ

いては農林水産省

③旧制度の給付に係る業務に関する事項については厚生労働省及び農林水産省
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年金積立金管理運用独立行政法人の概要

１．設立目的

厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管理及び運用を行うとともに、その収益

を国庫納付することにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の運営の安定に資す

る。

２．設立時期 平成１８年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ４名（理事長１名、理事１名、監事２名)

職 員 ７０名（非常勤３名を含む）

４．業務概要

厚生労働大臣から寄託を受けた年金積立金の管理運用
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○ ＧＰＩＦにおける年金積立金の管理・運用の仕組み 

 

○ 平成２４年度 ＧＰＩＦの運用状況（第３四半期まで） 

運用資産額                               １１１兆９，２９６億円            

収益率（運用手数料控除前）                     ３．２７％（４月から 12 月までの通期） 

収益額（運用手数料控除前）                     ３兆５，９４９億円（４月から 12 月までの通期）   

（注） 年金積立金管理運用独立行政法人が管理・運用している年金積立金（年金特別会計で管理する資産を

除く。）の運用状況です。 

 

＜参考＞ 

平成２３年度運用結果（年金積立金全体） 

年金積立金は、（１）年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分、（２）年金特別会計で管

理する積立金があります。  

平成 23 年度の運用結果については、欧州債務問題や米国景気の減速懸念等により一時的に収益が悪化

する場面がありましたが、年度末にかけては、主要国中央銀行による追加緩和策や欧州債務問題の進展等

から市場環境が回復したため、収益額は 2兆 5,863 億円のプラスとなりました。なお、市場での自主運用

を開始した平成 13年度からの累積収益は、約 25兆円のプラスを維持しております。 
 

 

（運用受託機関）信託銀行・投資顧問会社

評価委員会 中期目標

改善措置要求
人事権

運用委員会
金融・経済等の専門家

審議

理事長

株式等の投資割合決定

○運用受託機関の管理
○インハウス運用の実施

厚
生
労
働
大
臣

実績評価

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人

年金制度の設計
年金財政の検証

（単位：億円）
通　　期

（13～23年度）

過去５年間

（19～23年度）

[上段：累積収益額]

[下段：平均収益率]

[上段：累積収益額]

[下段：平均収益率]

 資産額（年度末） 1,443,315 1,415,415 1,456,311 1,479,619 1,500,231 1,491,337 1,386,485 1,238,381 1,282,647 1,218,926 1,194,015
 収益額 27,787 2,360 68,714 39,588 98,344 45,669 -51,777 -93,176 91,554 -3,263 25,863 251,662 -30,799
 収益率 1.94% 0.17% 4.90% 2.73% 6.83% 3.10% -3.53% -6.86% 7.54% -0.26% 2.17% 1.62% -0.31% 

（注１）収益額及び収益率は、運用手数料等控除後の運用実績である。

（注２）平均収益率は、相乗平均である。

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（参考：年金積立金全体の運用実績） 
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＜運用の基本的考え方＞

◇ 年金積立金は、将来の年金給付の貴重な財源であり、専ら被保険者の利益のために運用する

こととされている。

◇ 厚生年金保険法及び国民年金法等に基づき、長期的な観点から、安全かつ効率的に運用。

◇ 「国内債券中心」、「インデックス運用を中心」、「ポートフォリオ全体のリスクを抑制（分散投資）」

などの考え方により、運用。

・ 年金積立金全体約１１９兆円（平成２３年度末）

※ ＧＰＩＦが管理・運用する直近の資産額は約１２０兆円（平成２４年度末）

・ 賃金に対する実質的な運用利回りの確保。

・ 専門性の徹底及び責任の明確化を図り、運用に特化した独立行政法人

において運用。

＜基本ポートフォリオ＞ ※平成25年6月7日変更

※変更前の構成割合は、国内債券67％、国内株式11％、外国債券8％、
外国株式9％、短期資産5％

＜年金積立金全体の運用実績＞
１３年度（自主運用開始）～２３年度の累積収益額 ： 約２５兆円
※名目賃金上昇率を２．２％上回り、財政検証上の前提を上回っている。

（運用受託機関）信託銀行・投資顧問会社

評価委員会 中期目標

改善措置要求
人事権

運用委員会
金融・経済等の専門家

審議

理事長

株式等の投資割合決定

○運用受託機関の管理
○インハウス運用の実施

厚
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＜運用の仕組み＞
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厚生年金・国民年金の積立金運用について
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独立行政法人 年金・健康保険福祉施設整理機構の概要

１．設立目的

独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構は、国民年金事業等の運営の

改善のための国民年金法等の一部を改正する法律第７条の規定による改正前の

厚生年金保険法第７９条、又は同法第３条の規定による改正前の国民年金法第

７４条の施設及び健康保険法第１５０条第１項又は第２項の事業の用に供して

いた施設であって厚生労働大臣が定めるもの（以下「年金福祉施設等」と総称

する ）の譲渡又は廃止等の業務を行うことにより、年金福祉施設等の整理を。

図り、もって厚生年金保険事業、国民年金事業及び全国健康保険協会が管掌す

る健康保険事業の適切な財政運営に資することを目的とする。

２．設立時期 平成１７年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 （ ）、 （ ））役 員 ４名 理事長１人 理事１人 非常勤 監事２人 非常勤

職 員 ２１名

４．業務概要

（１）年金福祉施設等の譲渡又は廃止を行うこと

（２）年金福祉施設等の譲渡又は廃止を行うまでの間、年金福祉施設等の運営及

び管理を行うこと

（３）上記業務に附帯する業務を行うこと

５．その他特記事項

（１）平成１７年１０月に設立され、当初は、平成２２年１０月１日に解散する

有期の法人であった。

（２）平成２２年８月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機

構法の一部を改正する法律 （平成２２年法律第４８号）において、存続期」

限が２年延長され、平成２４年１０月１日に解散することとなった。

（３）平成２３年６月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機

構法の一部を改正する法律 （平成２３年法律第７３号）等において、平成」

２６年４月１日に、年金福祉施設等の整理合理化を目的とした組織から、社

会保険病院等の運営等を目的とした「独立行政法人地域医療機能推進機構」

に改組されることとなった。
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（１）法人の目的

（２）役員 理事長１人、理事１人（非常勤）、監事２人（非常勤）を置く。

（３）法人の業務

（４）法人の運営費 法人の運営費は、全て年金福祉施設等の譲渡により生じる収益により賄う。
（運営費交付金は交付されないこととされている。）

（５）国庫納付金 毎事業年度、年金福祉施設等の譲渡により生じた収入から、事業運営に必要な経費を控除し
た残余の額を、国の特別会計に納付する。

・年金福祉施設等の譲渡又は廃止を行うこと。
・年金福祉施設等の譲渡又は廃止を行うまでの間、年金福祉施設等の運営及び管理を行うこと。
・上記業務に附帯する業務を行うこと。

独立行政法人年金・健康
保険福祉施設整理機構国

公益法人
施設の出資

施設の経営委託

施設の譲渡収入

機構の運営経費を
差し引いたもの

地方自治体・民間等

施設の譲渡収入
施設の譲渡

年金福祉施設等の譲渡又は廃止等の業務を行うことにより、年金福祉施設等の整理を図り、
もって厚生年金保険事業、国民年金事業及び全国健康保険協会が管掌する健康保険事業の適
切な財政運営に資することを目的とする。

※現在は、病院等のみ

独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構（RFO）の概要
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